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はじめに

“全国貨物純流動調査”は、貨物そのものの流動を把握するため、荷主側か

ら貨物の動きを捉えた統計調査です。この調査は、昭和45年度以来５年ごとに

実施され、その結果は全国各地域の物流施設、交通施策の計画の基礎資料、物

流全般に関する政策の企画立案、調査研究に広く用いられてきました。

前回調査（第６回：平成７年度）以降、競争力確保に向けた企業の事業再編、

外部委託、海外進出等の進展、情報通信技術の飛躍的な発展に伴う物流の総合

的管理の実現、電子商取引の拡大、宅配便等小口輸送の大幅増加など、物流を

取巻く環境は大きく変化していますが、このような時期（平成12年度）に実施

された第７回調査では、さらに多くの貴重な成果を得ることができました。

調査の実施にあたっては、御回答をいただいた事業所各位をはじめとして、

関係諸団体に多大な御協力をいただきました。また、稲村肇東北大学大学院教

授を委員長とする委員会を設け、ご指導を賜りました。

この小冊子には、調査結果を広く活用していただくためのポイントが盛り込

まれています。

調査報告書と併せて、広く利用されることを期待いたします。

平成14年３月

国土交通省
政 策 統 括 官 付 政 策 調 整 官
道路局企画課道路経済調査室長



2

純流動の“純”は何を意味するのか｡

◆みなさんがよく利用されている『自動車輸送統計』
『鉄道統計』などの貨物輸送統計は、“ある輸送機関が
どこからどこまで貨物を輸送したかということを調査
した統計”であり、輸送機関に着目した統計といえま
す。このような統計を『総流動統計』と呼んでいます。

◆一方、純流動統計は、貨物そのものに着目し、貨物の
出発点から到着点までの動きを一区切りの流動とし
て、メーカー、商店など貨物を出荷する側からとらえ
た統計です。

◆総流動統計と純流動統計の違いを一つの例で説明しま
しょう。

Ａ地の家電メーカーがＤ地の問屋あてにテレビ500
台10トンを送り、その際、輸送機関は、Ａ地から
Ｂ地（30ｋｍ）までトラック、Ｂ地からＣ地（500
ｋｍ）まで鉄道、Ｃ地からＤ地（20ｋｍ）までト
ラックを利用しました。

◆総流動統計では、Ａ地からＤ地までのテレビ10トンの
流動は、
①Ａ地からＢ地までのトラックによる10トンの流動
②Ｂ地からＣ地までの鉄道による10トンの流動
③Ｃ地からＤ地までのトラックによる10トンの流動
として表され、「合計30トンの総流動量」となります。

◆純流動統計では、「Ａ地からＤ地までのテレビ10トン
の流動」としてそのまま表されます。なお、輸送機関
は、Ａ地～Ｄ地間で利用されたもののうち、輸送距離
の最も長い輸送機関（代表輸送機関：この場合は鉄道）
として表されます。

◆このように、純流動の“純”は、貨物の流れを直接、
かつ忠実に追跡できることを意味しているといえま
す。

＊なお、本冊子４ページ以降で、“流動量”とある場合
には、“純流動量”のことを指します。

純流動調査の調査概要

◆純流動調査は、貨物の出発点から到着点までの動きを
一区切りの流動としてとらえているので、調査対象は、
貨物の主な発生箇所である鉱業、製造業、卸売業、倉
庫業の事業所としています。

◆純流動調査は、サンプル調査として実施しており、調
査後に全体貨物量（母集団）の推計を行っています。
この小冊子で紹介している調査結果は、すべて母集団
推計した結果に基づいたものです。

◆調査対象として抽出した事業所数は、約６万７千事業
所です。これは、４産業の全事業所数の8.7％にあたり
ます。調査の結果、このうち約２万６千事業所分のデ
ータを集計対象としています。

◆純流動調査では「年間輸送傾向調査（略称：年間調査）」
と「３日間流動調査（略称：３日間調査）」の２種類
の調査を実施しています。このうち、「年間調査」は、
99年１月から12月までの暦年１年間における貨物流動
の概要を調査したものです。一方、「３日間調査」は、
2000年10月17日（火）～19日（木）の３日間における貨物の
詳細な流動実態を調査したものです。

＊なお、調査の詳しい内容については、28～31ページを
ご覧ください。

貨物そのものの流れを忠実に
かつ的確に表す　　　･･･純流動調査
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純流動が解明する7つのポイント

1.貨物の真の発着地、真の流動量が把握できます｡  
純流動調査は、貨物の出荷事業所から届先事業所までの動きを、一

区切りの貨物流動としてとらえています。この一区切りの貨物流動

ごとに発着地（市区町村単位）、発着の業種、利用された輸送機関、

重量などを調べています。このため、貨物の真の発着地および真の

流動量がわかります。

2.輸送機関の利用のされ方がわかります。
純流動調査は、出荷事業所から届先事業所までの一区切りの貨物流

動について、利用した輸送機関、高速道路インターチェンジの利用

状況を調べています。さらに2000年調査では、新たに輸送経路をとら

えていますので、輸送関連施設の利用状況や輸送機関の補完関係な

どがわかります。

3.物流からみた産業・業種間の結びつきがわかります｡
純流動調査は、貨物の出荷事業所と届先事業所の産業・業種を調べ

ています。このため、貨物の産業連関ともいえる産業・業種間の貨

物流動がわかります。

■純流動調査では、物流が発生する産業の個々の事業所から出
荷されるすべての貨物について、貨物の品目、重量、届先地、
荷受人業種、輸送機関、輸送経路、物流時間などを調査して
いますので、次のようなことが解明できます。
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4.出荷１件あたりの貨物量（流動ロット）がわかります。
純流動調査は、貨物流動を出荷ごとにとらえています。このため、

輸送機関の容量に制限されない、生産、販売、保管の諸活動にとも

なう出荷１件あたりの貨物量（流動ロット）がわかります。

5.貨物流動と産業活動とのつながりがわかります。
純流動調査は、出荷額・販売額あたりの出荷量、従業員１人あたり

の出荷量、事業所敷地面積あたりの出荷量など各種の原単位を明ら

かにしています。

6.統一された単位で貨物の実重量がわかります。
輸送機関別の統計では、それぞれの特質に応じた輸送単位が用いら

れていることが多いのですが、純流動調査では重量トン（メトリッ

ク・トン）で統一して調査しているため、輸送機関相互の分担関係

が明らかになります。

7.輸送構造の経年変化がわかります。
純流動調査は、1970年の第１回調査以来、５年ごとに実施しています。

このため、貨物輸送の構造変化の実態および経済活動との関連の推

移が分析できます。
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1. 全国貨物純流動量

●2000年調査における全国貨物純流動量（年間出荷量）

調査は、33億2百万トンであり、１日あたりにすると

約905万トンの貨物が流動していることになります。

●95年調査と比較すると7.1％の減少となっています。

●産業別にみると、最も多くの貨物を出荷しているのは

製造業であり、以下、卸売業、鉱業、倉庫業の順に出

荷量が多くなっています。

●95年調査と比較すると、４産業すべて出荷量が減少し

ており、特に鉱業は18.1％も減少しています。

農水産品を除く7品類の出荷量が減少

●品類別にみると、最も出荷量が多いのは化学工業品で

あり、以下、鉱産品、金属機械工業品の順となってい

ます。2000年調査では、これら３品類で全体の78％を

占めています。

●95年調査と比較すると、農水産品を除く７品類で出

荷量が減少しており、特に林産品は95年調査(前回比

34.4％減）、2000年調査（前回比33.0％減）と大きく減

少しています。

212百万㌧(6.9％)

498百 万 ㌧ 
(16.2％ )

1,857百 万 ㌧ 
(60.6％ )

497百 万 ㌧ 
(16.2％ )

246百万㌧ (6.8％)

574百 万 ㌧ 
(15.9％ )

2,141百 万 ㌧ 
(59.3％ )

649百 万 ㌧ 
(18.0％ )

265百万㌧ (7.4％)

611百 万 ㌧ 
(17.2％ )

2,114百 万 ㌧ 
(59.5％ )

566百 万 ㌧ 
(15.9％ )

262百万㌧ (7.9％)

556百 万 ㌧ 
(16.9％ )

2,019百 万 ㌧ 
(61.2％ )

464百 万 ㌧ 
(14.0％ )

85年調査 

30億６千万㌧ 

90年調査 

36億１千万㌧ 

95年調査 

35億６千万㌧ 

2000年調査 

33億 ㌧ 

鉱　業 

製造業 

卸売業 

倉庫業 

■産業別年間出荷量

115百万㌧(3.7％)
93百万㌧(3.0％)

247百万㌧(8.1％)

1,108百万㌧ 
(36.2％)

475百万㌧ 
(15.5％)

775百万㌧ 
(25.3％)

96百万㌧(3.1％)

155百万㌧(5.1％)

112百万㌧ (3.1％)
128百万㌧ (3.6％)

314百万㌧ 
(8.7％)

1,263百万㌧ 
(35.0％)

582百万㌧ 
(16.1％)

951百万㌧ 
(26.3％)

97百万㌧ (2.7％)

163百万㌧ (4.5％)

159百万㌧ (4.5％)

116百万㌧ (3.3％)

292百万㌧ 
(8.2％)

1,375百万㌧ 
(38.7％)

528百万㌧ 
(14.8％)

865百万㌧ 
(24.3％)

64百万㌧ (1.8％)

158百万㌧ (4.4％)

125百万㌧ (3.8％)
110百万㌧ (3.3％)

288百万㌧ 
(8.7％)

1,237百万㌧ 
(37.5％)

514百万㌧ 
(15.6％)

822百万㌧ 
(24.9％)

43百万㌧ (1.3％)

163百万㌧ (4.9％)

90年調査 

36億１千万㌧ 

95年調査 

35億６千万㌧ 

85年調査 

30億６千万㌧ 

2000年調査 

33億 ㌧ 

鉱産品 

化学工業品 

軽工業品 

農水産品 

金属機械工業品 

雑工業品 
特殊品 

林産品 

■品類別年間出荷量

全国の貨物純流動量は33億2百万トン
ここ5年間で７.１％の減少
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150,000千 ト ン 以 上 

100,000～ 150,000千 ト ン 

70,000～ 100, 000千 トン 

40,000～ 70, 000千 ト ン 

40,000千 ト ン 未 満 

■年間出荷量の発都道府県別分布

■年間出荷量の発地域構成の推移

近畿発貨物のウェイトがやや低下

●年間出荷量を発都道府県別にみると、愛知県、大阪府、

千葉県、神奈川県、北海道、東京都、福岡県、兵庫県、

茨城県、岡山県の順に出荷量が多く、この上位10都道

府県で全国の51％を占めています。

●発地域（全国10地域）別に年間出荷量をみると、関東、

中部、近畿の順に出荷量が多くなっています。過去か

らの推移をみると、発地域の構成に大きな変化はみら

れませんが、近畿発のウェイトがやや低下しています。

5.0%

5.0%

4.6%

4.8%

7.7%

7.9%

7.5%

7.4%

26.9%

27.4%

27.4%

26.9%

4.7%

4.7%

4.6%

4.6%

16.7%

16.2%

16.5%

15.8%

13.1%

13.6%

14.2%

14.4%

9.6%

9.6%

9.5%

9.8%

4.1%

4.2%

4.4%

4.2%

11.1%

10.6%

10.6%

11.3% 0.8%

0.8%

0.9%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年調査 
3,302百万ﾄﾝ 

９５年調査 
3,556百万ﾄﾝ 

９０年調査 
3,610百万ﾄﾝ 

８５年調査 
3,063百万ﾄﾝ 

 北海道 東北　　　　　関東　　　　 北陸　　 中部　　　　 近畿　　 中国 四国　九州　沖縄 

北海道：北海道
東　北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
関　東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨
北　陸：新潟、富山、石川、福井
中　部：長野、岐阜、静岡、愛知、三重

近　畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中　国：鳥取、島根、岡山、広島、山口
四　国：徳島、香川、愛媛、高知
九　州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖　縄：沖縄
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2. 地域内・地域間流動量

●３日間調査により全国10地域（北海道、東北、関東、

北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）の貨物

流動量をみると、81％が地域内流動、19％が地域間流

動となっています。過去からの推移をみると、地域間

流動の割合がわずかに高まる傾向にあります。

●地域内流動では、関東、中部、近畿、九州の順に流

動量が多くなっています。過去からの推移をみると、

関東地域内流動、近畿地域内流動のウェイトが低下す

る傾向にあります。

●地域間流動では、関東～中部間流動が全地域間流動量

の14％を占めており、このほか関東～東北間、中部～

近畿間、中国～九州間、近畿～中国間、関東～近畿間

の各流動が上位に位置しています。

■地域内・地域間流動の構成の推移

関東地域内流動量、近畿地域内流動量のウェイトが低下傾向

21.4%

21.9%

22.1%

22.5%

15.7%

14.5%

13.9%

12.9%

10.3%

10.7%

11.5%

10.8%

8.7%

9.3%

8.1%

9.2%

24.9%

24.5%

25.9%

27.1%

19.1%

19.1%

18.6%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年 
調査 

９５年 
調査 

９０年 
調査 

８５年 
調査 

関東地域内流動 中部地域 
内流動 

近畿地域 
内流動 

九州地域 
内流動 

その他 
地域内流動 

地域間流動 

（３日間調査：重量ベース）
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■主な地域間流動

（３日間調査：重量ベース）

#

#

##

#

#

#

北海道  

東北 

北陸 

関東 

中部 
近畿 中国 

四国 九州 

沖縄 

２０万トン／日以上 

１５万～２０万トン／日 

１０万～１５万トン／日 

５万～１０万トン／日 

１万～　５万トン／日 

注：１日１万トン以下は表示していない。 
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3. 代表輸送機関別にみた流動量

●代表輸送機関とは、貨物が出荷されて目的地に到着す

るまでに利用された輸送機関のうち、最も長い距離を

輸送した輸送機関のことです。

●代表輸送機関別の年間出荷量をみると、最も多いのは

営業用トラックで、そのシェアは52％です。次いで多

いのが自家用トラックの30％で、全出荷量の82％が代

表輸送機関としてトラックを利用しています。また、

海運のシェアは13％、鉄道のシェアは1.2％です。

●シェアの推移をみると、営業用トラックのシェアが拡

大傾向にあるのに対し、鉄道と自家用トラックはシェ

アが低下傾向にあります。

●輸送距離帯別にみると、輸送距離が長距離化するほど

海運のシェアが高まる傾向にあります。

営業用トラックのシェアは拡大、鉄道、自家用トラックのシェアは低下
長距離輸送で高い海運のシェア

■年間出荷量の代表輸送機関別シェアの推移

■輸送距離帯別にみた代表輸送機関別シェア

鉄道 自家用トラック 海運 営業用トラック 
航空・ 
その他 

30.1%

32.0%

34.5%

33.4%

51.6%

48.2%

47.5%

46.5%

13.0%

13.6%

13.0%

13.7%

1.2%
1.7%

1.8%

2.1%

4.2%
4.6%

3.3%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年 調 査 
3,302百 万 ﾄ ﾝ 

９５年調査 
3,556百 万 ﾄ ﾝ 

９０年調査 
3,610百 万 ﾄ ﾝ 

８５年調査 
3,063百 万 ﾄ ﾝ 

  

  

40.8%

30.7%

49.5%

58.8%

68.3%

49.1%

61.8%

45.3%

37.3%

18.7%

4.3%

6.9%

2.7%

0.3%
1.4%

11.6%

1.0%

0.9%

0.5%

4.9%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1,001㎞以上　　　 

　501㎞～1,000㎞ 

　301㎞～　500㎞ 

　101㎞～　300㎞ 

　  1㎞～　100㎞ 

鉄道 自家用トラック 海運 営業用トラック 
航空・ 
その他 

（３日間調査：重量ベース）

＊航空・その他の「その他」とは、パイプライン、ベルトコンベア、自動車・船舶の自走等を指します。
＊代表輸送機関がフェリーの場合は、営業用トラックまたは自家用トラックに含まれます。
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●トラック輸送では、出荷１件あたりの貨物量に応じ

て、営業用トラックと自家用トラックの使い分けの

傾向がみられます。5～30トンの階層では営業用ト

ラックが70％以上を占めており、また、0.1トン未満の

小口貨物においても、営業用トラックが67％を占めて

います。

●貨物を出荷する事業所の従業者規模別に、営業用トラ

ックと自家用トラックの分担率をみると、従業者規模

が大きい事業所ほど、営業用トラックの分担率が大き

くなる傾向があります。また、製造業と卸売業を比較

すると、卸売業では製造業より自家用トラックの分担

率が高くなっています。

出荷１件あたりの貨物量の違いによって異なる営業用トラックと自家用トラックの分担率
大規模事業所ほど高い営業用トラックの分担率

■出荷１件あたりの貨物量の違いに応じた
営業用トラック・自家用トラック分担率

■従業者規模別にみた営業用トラック・自家用トラック分担率

（３日間調査：重量ベース）

（３日間調査：重量ベース）

自家用トラック 営業用トラック 

45.6% 54.4%

36.2% 63.8%

27.7% 72.3%

28.1% 71.9%

42.9% 57.1%

44.7% 55.3%

32.9% 67.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.1㌧ 未 満 

0.1～ １ ㌧ 

１～５㌧ 

５ ～ 10㌧ 

10～ 30㌧ 

30～ 100㌧ 

100㌧ 以 上 

自家用トラック 営業用トラック 

3.2%

96.8%

24.4% 75.6%

43.2% 56.8%

62.0% 38.0%

51.3% 48.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19人以下 

20～ 29人 

30～ 49人 

50～ 99人 

100人 以 上 

〔製造業〕
自家用トラック 営業用トラック 

47.0% 53.0%

43.8% 56.2%

53.2% 46.8%

60.6% 39.4%

63.1% 36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19人以下 

20～ 29人 

30～ 49人 

50～ 99人 

100人 以 上 

〔卸売業〕
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4. 産業間の流動量

●産業間の流動量をみると、全流動量の26.9％を製造業

相互間の流動が占めており、以下、製造業→建設業、

鉱業→建設業、鉱業→製造業、製造業→卸売業の順に

流動量が多くなっています。

●過去の調査と比較すると、製造業→卸売業、卸売業→

卸売業など卸売業発着貨物のウェイトが低下してお

り、特に95年調査と2000年調査の比較において、この

傾向が見受けられます。

●また、出荷１件あたりの平均輸送距離をみると、製造

業発の貨物では輸送距離が長くなる傾向にあります

が、卸売業では短くなる傾向にあります。

卸売業発着貨物のウェイトが低下
平均輸送距離は製造業発貨物で長距離化、卸売業発貨物で短距離化

■産業間の流動量

（３日間調査　単位：千トン，％）

1
 (0.0)

205
 (0.7)

　170
   (0.6)　 

　16
    (0.1)

　0
    (0.0)

　28
    (0.1)

　0
   (0.0)

218
(0.8)

315
 (1.1)

　 　 　  　627
    (2.3)

　124
    (0.4)

　197
    (0.7)

　467
   (1.7)

42
 (0.2)

77
(0.3)

　 　  　716
    (2.6)

 　949
    (3.4)

　18
    (0.1)

　142
    (0.5)

　5
   (0.0)

20
(0.1)

1
(0.0)

39
(0.1)

　 　292
    (1.1)

　113
    (0.4)

　17
    (0.1)

　114
    (0.4)

　88
   (0.3)

　　 　着産業 

発産 業 農林漁業 鉱　業 建設業 製造業 卸売業 小売業 
運輸・ 
通信業 

金融・ 
サービス 

 

公務他 外　国 合　計 

鉱　業 
4, 146
(1 5. 0)

製造業 17,1 03
(6 1. 8)

卸売業 4, 252
(1 5. 4)

倉庫業 2, 188
(7 .9 )

合　計 281 
（1.0） 

598 
（2.2） 

9,161 
（33.1） 

11,875 
（42.9） 

2,871 
（10.4） 

1,705 
（6.2） 

158 
（0.6） 

480 
（1.7） 

561 
（2.0） 

27,689 
（100.0） 

1,870
(6.8)

1,856
(6.7)

1,065
(3.8)

1,693
(6.1)

1,239
(4.5)

1,505
(5.4)

6,014
(21.7)

7,449
(26.9)

＊合計値の27,689（千トン）は、３日間調査における３日間流動量の合計値です。
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■産業間流動の構成の変化

■貨物の平均輸送距離の推移

（３日間調査　重量ベース）

＊平均輸送距離は、３日間調査における出荷１件あたりの平均輸送距離（件数ベース）を表したものです。

21.7%

21.7%

22.6%

26.9%

25.7%

25.1%

6.1%

7.4%

7.5%

3.8%

4.6%

4.5%

21.0%

20.2%

21.2%

2.3%

3.0%

1.8%

7.0%

5.8%

6.8%

2.6%

3.5%

3.4%

3.3%

3.7%

3.4%

5.4%

4.4%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年調査 

９５年調査 

９０年調査 

製造業→建設業 製造業→製造業 製造業→卸売業 製造業→小売業 鉱業→建設業 

卸売業→製造業 卸売業→卸売業 卸売業→小売業 倉庫業→製造業 その他 

253㎞ 

240㎞ 

221㎞ 

143㎞ 139㎞ 
132㎞ 

100

150

200

250

300

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(㎞ )

製造業の平均輸送距離 

卸売業の平均輸送距離 



1.73

2.13
2.432.63

0.0

2.0

4.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )

0.035 377.54

18.05

5.03

0.99

22.15

4.78

0.11

1.66

21.86

5.23

航　　　　　　　空 

そ の 他 船 舶 

Ｒ Ｏ Ｒ Ｏ 船 

コ ン テ ナ 船 

フ　ェ　リ　ー 

ト レ ー ラ ー 

一　車　貸　切 

宅配便 等 混載 

自家用トラック 

車 扱･ そ の 他 

鉄　道コンテナ 鉄 

道 

ト
ラ
ッ
ク 

海 

運 
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5. 出荷１件あたりの貨物量(流動ロット)

●出荷１件あたりの貨物量（流動ロット）は平均1.73ト

ンです。過去からの推移をみると、出荷１件あたりの

貨物量は減少傾向にあり、貨物の小口化が進んでいる

ことがうかがえます。

●流動ロットの構成を件数ベースでみると、0.1トン以下

の貨物が64％を占めています。過去からの推移をみる

と、0.1トン以下の貨物の占める割合が拡大しており、

これが貨物全体の流動ロットの減少に結びつく結果と

なっています。

●代表輸送機関別にみると、最も流動ロットが大きいの

は、タンカーや石炭運搬船などのその他船舶の378

トンであり、このほかタンク車などの車扱・その他、

トレーラー、ＲＯＲＯ船で流動ロットが大きくなって

います。一方、航空、宅配便等混載では、流動ロット

が小さくなっています。

貨物の小口化はさらに進行

■流動ロットの構成の推移

■流動ロットの推移

■代表輸送機関別にみた流動ロット

（３日間調査　単位：トン／件）

（３日間調査　単位：トン／件）

（３日間調査：件数ベース）

63.6%

57.9%

55.6%

52.8%

16.7%

19.0%

18.5%

19.6%

5.8%

6.4%

6.8%

9.9%

12.0%

13.5%

14.2%

5.0%

5.3%

6.0%

6.6%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年 調 査 

９５年調査 

９０年調査 

８５年調査 

0.1㌧ 以 下 0.1～ 0.5㌧ 
0.5

　～1㌧ 1～5㌧ 5㌧以上 
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●品類別にみると、鉱産品が21.21トンで最も大きく、

日用品などの雑工業品が0.20トンで最も小さくなって

います。過去からの推移をみると、産業廃棄物などの

特殊品を除く７品類で、流動ロットが減少傾向を示し

ています。

■品類別にみた流動ロットの推移

1.08

1.66
1.71

1.96

0.0

1.0

2.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
農　水　産　品 

1.01

1.20

1.67

1.58

0.0

1.0

2.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
金属機械工業品 

0.20

0.28
0.360.34

0

0.3

0.6

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
雑　工　業　品 

4.06
3.42

2.11

2.41

0.0

2.5

5.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
林　 産　 品 

3.80
4.03

5.00
5.60

0.0

3.0

6.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
化 学 工 業 品 

3.03 3.13
3.41

2.23

0.0

2.0

4.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
特　 殊　 品 

60.29

41.61
51.67

21.21

0.0

35.0

70.0

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
鉱　 産　 品 

0.90

1.02

0.98

1.03

0

0.6

1.2

85年 90年 95年 2000年 

(㌧ /件 )
軽　工　業　品 
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6. 物流の原単位

●物流の原単位は、一定の売上（出荷額等）、労働力な

どに対して発生する貨物量の基準となるもので、例え

ば、新たに整備された生産施設からの発生貨物量を推

計する場合などに利用します。

●製造業の出荷額１万円あたり出荷量は69kgです。過

去からの推移をみると、出荷原単位は減少傾向にあり、

貨物の高付加価値化が進んでいるといえます。

●製造業の従業者１人あたり年間出荷量は215トン、

１事業所あたり年間出荷量は5,846トンで、いずれも出

荷原単位は増加傾向にあります。

●卸売業の販売額１万円あたり出荷量は11kgです。過去

からの推移をみると、出荷原単位は減少傾向を示して

います。

●倉庫業の所管面（容）積１ｍ2（ｍ3）あたり出庫量は、鉄

鋼などの野積倉庫、建屋式の危険品倉庫、１･２･３類

倉庫（普通倉庫）、貯蔵そう（サイロ）の順に大きく

なっています。95年調査と比較すると、野積倉庫、建

屋式危険品倉庫を除く５種類の倉庫で出荷原単位は減

少しています。

製造業では貨物の高付加価値化が進行

■製造業の出荷原単位

■卸売業の出荷原単位

＊出荷を行っていない事業所とは、営業活動のみを行っている事業所などを指します。 
　出荷額（販売額）１万円あたり出荷量は、卸売物価指数により2000年調査価格に調整したものです。 

【販売額１万円あたり出荷量】 

0

5

10

15

20

25

30

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

出荷を行っていない事業所を含む 出荷を行っていない事業所を除く 

(Kg/万 円 )

【従業者１人あたり年間出荷量】 

0

50

100

150

200

250

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(ﾄﾝ)

【１事業所あたり年間出荷量】 

0

2

4

6

8

10

12

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(千 ﾄﾝ)

【出荷額１万円あたり出荷量】 

65

70

75

80

85

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(Kg/万 円 )
【従業者１人あたり年間出荷量】 

100

130

160

190

220

250

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(ﾄﾝ)
【１事業所あたり年間出荷量】 

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

85年 
調査 

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

(ﾄﾝ)
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■製造業の業種別出荷額１万円あたり出荷量

■倉庫業所管面（容）積１ｍ２（ｍ３）あたり年間出庫量

窯 業 ・ 土 石  製 品  

石油製品・石炭製  品  

鉄 鋼  

木 材 ・ 木 製 品  

パル プ・ 紙・ 紙加 工品 

飲 料・飼料・たば  こ  

化 学  

食 料 品  

非 鉄  金 属  

金 属  製 品  

家 具 ・ 装 備  品  

プ ラ ス チ ッ ク 製 品  

ゴ ム  製 品  

出 版 ・ 印  刷  

繊 維 

輸 送 用 機 械  器 具  

そ の 他 の 製  造 業  

一 般 機 械 器  具  

衣服 ・そ の他 繊維 製品 

電 気 機 械 器  具  

なめし革・同製品・毛 皮 

精 密 機 械 器  具  

185

99

73

65

59

42

42

32

21

20

20

16

15

14

10

8.3

4.9

4.2

3.8

2.6

417

943

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550400 500 600 700 800 900 1,000(㎏ )

4.6㌧ /m２ 

6.8㌧ /m２ 

2.8㌧ /m３ 

6.8㌧ /m２ 

0.2㌧ /m３ 
0.4㌧ /m２ 0.7㌧ /m３ 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

1･2･3類 野積 貯蔵そう 危険品 
（建屋） 

危険品 
（タンク） 

水面 冷蔵 

(ﾄﾝ)
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7. コンテナの利用状況

●全貨物流動量に対するコンテナの利用率は1.6％です。

コンテナ利用貨物のうち、国際海上コンテナ貨物が

54％を占めています。

●品類別にみると、出荷１件あたりの貨物量が小さい紙、

食料品などの軽工業品、日用品などの雑工業品、金属

機械工業品などで、コンテナの利用率が高くなってい

ます。

●利用コンテナの種類をみると、金属機械工業品では国

際海上コンテナ、雑工業品ではその他コンテナの利用

が多くなっています。

出荷１件あたりの貨物量の小さい品類で高いコンテナ利用率

■コンテナ貨物の規格構成

（３日間調査：重量ベース）

国際海上コンテナ 
（背高コンテナ） 
1.4%

その他コンテナ 
（12ﾌｨｰﾄ超） 
2.2%

規格不明 
36.3%

その他コンテナ 
（12ﾌｨｰﾄ以下） 

21.7%

国際海上コンテナ 
（40ﾌｨｰﾄ他） 
17.7%

国際海上コンテナ 
（20ﾌｨｰﾄ） 
20.7%

コンテナ利用量 
313千㌧ 

■品類別コンテナ利用率

（３日間調査：重量ベース）

1.6%

0.2%

2.7%

6.1%

1.5%

2.9%

0.0%

0.3%

1.7%

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7%

合　　　　　計 

特　　殊　　品 

雑　工　業　品 

軽　工　業　品 

化 学 工 業 品 

金属機械工業品 

鉱　　産　　品 

林　　産　　品 

農　水　産　品 

国際海上ｺﾝﾃﾅ　 そ の 他 ｺﾝﾃﾅ　 規格不明 

注：規格不明の内訳は、国内貨物22.0％、国際海上貨物14.0％、
国際航空貨物0.3％。

＊純流動調査における国際海上コンテナ貨物とは、輸出貨物のうち国内輸送でコンテナ利用が認められる
貨物のことを指し、港湾の近隣でコンテナに詰められる貨物は除外されています。
＊その他コンテナとは、鉄道、内航海運、国内航空、国際航空で利用されるコンテナを指します。
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8. 輸送経路

●地域間の貨物流動には多くの輸送経路があり、運ば

れる貨物の特性などにより輸送機関、輸送経路の選択

が異なります。純流動調査では、輸送経路をとらえて

いるので、輸送機関の連携の状況も明らかになります。

●一例として、首都圏発北海道向けの貨物のうち、食料

品、日用品などの軽・雑工業品の輸送についてみると、

海上輸送、鉄道輸送、航空輸送とトラック輸送の組み

合わせにより、多様な輸送経路が利用されています。

最も多いのは、フェリー・ＲＯＲＯ船輸送（75％）で

す。利用航路は７航路を数え、このうち東京港→苫小

牧港間の利用が最も多くなっています。次に多いのは

鉄道輸送(19％)で、その70％近くが札幌貨物ターミナ

ルを着駅とする貨物です。

輸送機関の連携により多様化する輸送経路

■首都圏発北海道向けの貨物（軽・雑工業品について）の輸送経路

（３日間調査　単位：％）

小樽港 函館港 室蘭港 釧路港 新千歳空港 
その他 
空　港 

北　海　道 

新潟港 

青森港 

東京港 羽田空港 

八戸港 

首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県） 

札幌貨物タ 
ーミナル駅 

その他 
貨物駅 

2.9

9.8

2.8

3.1 0.0

0.5 1.0

11.7
11.9

26.1

5.7

0.3 0.1

0.5 0.0

鉄 道

ﾌ ｪ ﾘ ｰ ・ RORO船 

ｺ ﾝ ﾃ ﾅ 船･ その 他船 舶 

航 空

ト ラ ッ ク

苫小牧港 

大洗港 

その他 
貨物駅 

隅田川駅他 
都内貨物駅 

注）フェリー航路不明 23.5％

＊図中の数字は、首都圏発北海道の軽・雑工業品（2,174トン／日）に対する構成比を表しています。
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（３日間調査　単位：時間，件数ベース）

9. 物流時間

●純流動調査では、貨物が出荷されてから届先地に到

着するまでの物流時間（輸送時間の他に、輸送途上

の積替え時間なども含みます。）を調査しています。

●一例として、東京都から主な県への流動をみると、物

流時間は短かくなる傾向にあります。

東京発貨物の物流時間は短縮

■東京都から主な県への物流時間の推移

37.0
33.8

27.2
28.1
28.0

21.8
22.3
23.9

16.6
18.7

17.7

16.5
18.3

16.9

14.2
16.9
17.3

17.0
17.8
17.8

36.8

39.7
39.9

0 24 48 72

東京都→福岡県 

東京都→香川県 

東京都→広島県 

東京都→大阪府 

東京都→愛知県 

東京都→新潟県 

東京都→宮城県 

東京都→北海道 

調 査 

９０年調査 

９５年調査 

2000年調査 

32.0
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トピックス

●近年、国際水平分業の進展に伴い、わが国の製造業

における海外生産比率は、高まる傾向にあります。

一方で、年間出荷量（特に製造業）は、90年調査以

降減少していますが、国際水平分業の進展も、その

要因の１つと考えられます。

●この国際分業の進展の影響もあって、わが国では、機

械や日用品などの製品輸入が増加しています。純流動

調査の結果では、金属機械工業品、軽工業品、雑工業

品などの出荷量が減少していますが、一方で輸入が増

加していることから、国内の貨物流動量に占める輸入

貨物の割合が高まっているといえます。

●このように、わが国の産業・経済構造の変化に伴い、

物流の構造も変化してきているといえます。

■海外生産の動向と年間出荷量の関係

■主な工業品における年間出荷量と輸入量の推移

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

年間出荷量（純流動調査） 輸入貨物量（港湾統計） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

90年 
調査 

95年 
調査 

2000年 
調査 

金属機械工業品 軽工業品 雑工業品 

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

海外生産比率 

８５年 
調査 

９０年 
調査 

９５年 
調査 

2000年 
調査 

年間出荷量増減率 
（全産業） 

年間出荷量増減率 
（製造業） 

出典：海外生産比率：「法人企業統計」（財務省）

＊90年調査時点の年間出荷量および輸入貨物量を1として指数化したものです。
＊年間調査の実績は、調査年前年（例：2000年調査→99年実績）の実績を表しています。

産業・経済構造の変化がもたらす物流構造の変化
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トピックス

＊代表輸送機関がフェリーの場合は、営業用トラックまたは自家用トラックに含まれます。

増加する航空貨物

●代表輸送機関別に年間出荷量の推移をみると、鉄道、

トラック、海運を利用する貨物量が伸び悩むなか、

航空貨物は増加傾向を示しています。

●一方、貨物の到着日時指定の状況をみると、時間単

位指定の貨物や午前・午後指定の貨物の割合が高ま

っており、特に航空貨物では、時間単位指定の貨物

の割合が大幅に増えています。

■年間出荷量の代表輸送機関別にみた増減率

-10.8%

-31.6%

-8.6%
-12.7%

0.1%

-0.7%
-3.6%-5.5%

3.1%

-11.3%

21.5%

7.9%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

９５年／９０年 
2000年／９５年 

鉄道 
自家用 
トラック 

営業用 
トラック 

トラック 
（計） 海運 

航空 

■航空貨物における到着日時指定の状況

航　空 

22.2% 19.7% 35.3% 22.8%

9.6% 25.4% 40.0% 25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年調査 

９５年調査 

10.8% 20.1% 34.7% 34.4%

8.6% 16.8% 39.1% 35.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年調査 

９５年調査 

時間単位 
　で指定 

午前午後 
 で指定 

日単位 
で指定 

指定 
なし 

全貨物 

時間単位 
　で指定 

午前午後 
 で指定 

日単位 
で指定 

指定 
なし 

（３日間調査：件数ベース）
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トピックス

●３日間調査より、全貨物流動量に占める鉄道コンテ

ナ輸送のシェア（重量ベース）をみると、95年調査

では0.49％、2000年調査では0.48％であり、ほとんど変

化はありません。

●しかし、95年調査以降、貨物の締切時刻から引渡時

刻までの時間短縮、貨物駅間の輸送時間の短縮など、

鉄道コンテナ輸送のサービス向上が図られた区間の

県間流動では、鉄道コンテナのシェアは大きく拡大

しています。

■鉄道コンテナ輸送のサービス向上とシェアの拡大

県間流動 

宮城野 
↓ ⇒ 宮　城→東　京 

締切時刻 東京貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 

から引渡 新潟貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 
時刻までの ↓ ⇒ 新　潟→東　京 
時間が短縮 東京貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 

された区間 札幌貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 
↓ ⇒ 北海道→埼　玉 

新座貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 

宮城野 
↓ ⇒ 宮　城→大　阪 

梅　田 輸送時間が 

広島貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 
短縮された 

↓ ⇒ 広　島→北海道 
区間 

札幌貨物ﾀｰﾐﾅﾙ 

短縮時間 
669 分 

短縮時間 
500 分 

鉄道コンテナ輸送のサービス向上内容 鉄道コンテナ輸送のシェアの推移 

短縮時間 
437 分 

短縮時間 
240 分 

短縮時間 
184 分 6.4%

2.1%

24.8%

13.1%

14.1%

9.5%

12.0%

5.5%

6.1%
3.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

９５年調査 

2000年調査 

サービス向上がもたらす鉄道コンテナのシェア拡大

（３日間調査：重量ベース）

＊締切時刻とは、発側の貨物駅における貨物の受付終了時刻のことを指し、引渡時刻とは、着側の貨物駅において貨物を引き取
ることが可能となる時刻のことを指します。
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トピックス

中・長距離輸送で高まる海運のシェア

●近年、環境対策、道路交通対策の一環として、トラッ

ク輸送から海上輸送や鉄道輸送への転換が叫ばれてい

ます。そこで、軽・雑工業品について、中・長距離輸

送における輸送機関の利用状況をみると、輸送距離

500km以上、輸送距離300km以上のいずれの場合も、

営業用トラックが60％以上を占めており、次いで海運、

鉄道の順となっています。

●しかし、過去からの推移をみると、鉄道ではシェアが

低下する傾向にありますが、海運では着実にシェアが

高まっています。

■中・長距離輸送における軽・雑工業品の代表輸送機関別シェアの推移

輸送距離 
500㎞以上 

12.2%

13.6%

16.0%

10.4%

67.9%

69.1%

67.6%

74.6%

19.1%

16.1%

15.4%

13.4%

0.5%

1.2%

0.8%1.3%

0.1%

0.2%

0.1%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年調査 

９５年調査 

９０年調査 

８５年調査 

鉄道 営業用トラック 海運 
自家用 
トラック 

航空・ 
その他 

輸送距離 
300㎞以上 

9.8%

10.5%

13.5%

9.5%

76.5%

77.0%

75.3%

78.8%

12.9%

11.1%

9.6%

9.2%

0.6%

1.3%

1.5%2.4%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2000年調査 

９５年調査 

９０年調査 

８５年調査 

鉄道 営業用トラック 海運 
自家用 
トラック 

航空・ 
その他 

＊代表輸送機関がフェリーの場合は、営業用トラックまたは自家用トラックに含まれます。  

（３日間調査　重量ベース）
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トピックス

●東京港で取り扱われる内航貨物のうち、コンテナ船、

ＲＯＲＯ船で輸送されている貨物の背後圏をみると、

東京港発貨物では、首都圏（東京都・神奈川県・埼玉

県・千葉県）から出荷されている貨物が83％を占めて

います。また、東京港着貨物も84％が首都圏へ輸送さ

れる貨物で、うち47％が東京都向けの貨物です。

●95年調査と比較すると、東京港発貨物では、東京都発

貨物の割合が低下し、東京都以外の首都圏や北関東発

貨物の割合が高まっています。また、東京港着貨物で

は、東京都向け貨物の割合が14ポイントも低下してい

ます。

●このように、東京港で取り扱われる内航貨物の背後圏

は広がる傾向にあり、特に東京港着貨物で、その傾向

が現れています。

背後圏が広がる東京港の内航貨物

12.8% 69.9% 13.5%

3.8%

23.4% 61.2%

5.5%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年調査 

９５年調査 

東京港発貨物 

46.7% 37.0%

5.3%

11.1%

60.7% 28.9%

5.9%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年調査 

９５年調査 

東京港着貨物 

北関東 その他県 

＊その他首都圏とは神奈川県、埼玉県、千葉県を指します。 
　北関東とは茨城県、栃木県、群馬県、山梨県を指します。 

東京都 北関東 その他県 
その他 
首都圏 

東京都 
その他 
首都圏 

（３日間調査　重量ベース）

■東京港におけるコンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物の出発地・到着地構成
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トピックス

●95年調査から2000年調査の間に、高速自動車国道の

供用延長は、5,800kmから6,700km（いずれも10月１

日時点）に伸びてます。

●代表輸送機関がトラックである県間流動貨物のうち、

高速道路を利用している割合は31.2％です。トラッ

ク輸送の種類別にみると、最も高速道路利用率が高

いのは宅配便等混載（36.7％）で、最も低いのは自

家用トラック（20.5％）です。

●95年調査と比較すると、高速道路利用率はわずかに

高まっています。

県間流動でわずかに高まる高速道路利用率

■県間流動貨物における高速道路利用率

31.2%
30.2%

33.0%
32.7%

32.6%
32.7%

36.7%
32.6%

20.5%
19.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ト ラ ッ ク 計 

営業用トラック計 

一　車　貸　切 

宅配便等混載  

自家用トラック ９５年調査 

2000年 調 査 

（３日間調査：重量ベース）

＊本調査における高速道路とは、高速自動車国道、都市高速道路、本四連絡橋および一部の有
料道路を指します。
＊高速道路利用率とは、発地から届先地間での間で利用距離の長短は問わず高速道路を利用し
た貨物量の割合です。
＊各々、代表輸送機関がフェリーである貨物を含んだ高速道路利用率です。
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活用にあたって

全国貨物純流動調査の活用事例

97

97

98

98

98

98

99

99

99

99

99

99

99

2000

2000

2000

地震発生リスクを考慮した全国幹線交
通ネットワークの信頼度評価と整備優
先分析

地域連携軸の形成を支援する新しいモビリ
ティ社会の具体的整備方策に関する調査

宮崎県宮崎港長期整備計画調査

地域間物流の効率化推進方策検討調査

産業間の連関性と空間的な価格均衡を
考慮した地域間産業間物資流動モデル

首都圏道路ネットワークにおける新エ
ネルギー自動車のエネルギーと環境面
への寄与評価

九州・四国地域における多様な交通連
携を踏まえた地域整備計画調査

今日的物流体制確立のための複合一貫
輸送に関する調査研究

秋田港における長距離フェリー定期航
路の就航に関する調査

鉄道貨物輸送のネットワーク実験事業
についての研究

東京圏西部地域連携整備計画調査

我が国の貨物輸送における適切な輸送
機関配分に関する研究

本四架橋に伴う航路再編に係わる調査

圏央道整備効果検討業務

新海上物流システムの調査研究

戦略的な連携軸の形成方策に関する調
査

東京大学大学院

（財）計量計画研究所

宮崎県

建設省中部地方建設局

熊本大学

東京理科大学

（財）日本システム開発研究所

（財）地域活性化センター

（社）秋田県トラック協会

（社）全国通運連盟

運輸省関東運輸局

東京商船大学

運輸省第三港湾建設局

建設省関東地方建設局

（社）日本造船研究協会

国土庁大都市圏整備局

全国幹線交通網が地震により被害を受け、全国レベ

ルの人流・物流に及ぼす影響を把握し、現状ネット

ワークの地震災害に対する信頼性の評価を検討。

都道府県間の貨物流動特性を把握し、幹線交通施設

整備の基本方針を検討。

宮崎県及び周辺県における物流特性を把握し、物流

施設計画の基本方向を検討。

東海地域と北陸地域間の物流特性を把握し、中部地

域における地域間物流の効率化を検討。

地域間産業間の物資流動量を把握し、地域間産業間

物資流動モデル作成のための基礎資料として利用。

首都圏道路ネットワークにおける新エネルギー自動

車のエネルギーと環境面への寄与評価の基礎データ

として利用。

九州・四国地域における多様な交通連携を踏まえた

地域整備計画調査。

全国における物流特性を把握し、複合一貫輸送推進

のための方策を検討。

全国における物流特性を把握し、秋田県の物流施設

整備の基本方向を検討。

相模原市周辺地域における貨物輸送の現状を把握し

ＯＲＳ（オフレールステーション）の設置場所を検

討。

東京圏西部地域区における貨物流動特性を把握し、

物流拠点整備の基本方針を検討。

トラック輸送の外部不経済を社会問題の背景とし

て、我が国の適切な輸送機関配分について検討。

本州～四国間における架橋・航路の利用特性を把握

し、本四架橋による航路への影響について検討。

茨城県における物流特性を整理し、圏央道が物流に

及ぼす効果を把握。

日本のマクロ物流特性を整理し、海上輸送ネットワ

ーク解析及び物流シミュレーション用として使用。

近畿における物流特性を把握し、近畿の戦略的な連

携軸を検討。

年次 調査・研究の名称 内　　　　　　容
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全国貨物純流動調査（2000年調査）では、対象地域は全国とし、貨物の出荷量の多い鉱業、製造業、卸売業、倉庫業

の事業所を調査対象としています。また、調査方法は、鉱業、製造業の大規模事業所は面接調査とし、その他の事業所

は郵送調査を採用しています。４産業別にみた調査対象事業所数、調査票の回収結果等は、下表のとおりです。

本調査では、調査対象事業所に対して、次の２種類の調査を実施しています。

①年間輸送傾向調査（略称「年間調査」）

「年間調査」は、年間の出入荷量および輸送傾向を把握するため、99年１月から12月までの暦年１年間における品

類別出入荷重量、輸送機関利用割合、出荷先地域別重量割合、月別出荷重量割合などを調査したものです。

②３日間流動調査（略称「３日間調査」）

「３日間調査」は、貨物の流動を詳細に把握するため、2000年10月17日から19日までの３日間の出荷貨物について、

出荷１件ごとに品目、荷受人業種、届先地、出荷重量、輸送経路（利用輸送機関、利用輸送施設）、出荷時刻、物流

時間（所要時間）、輸送費用などを調査したものです。

■調査対象産業

■調査の種類と調査項目

調査対象事業所数と調査票の回収結果

調 査 対 象 期 間

対　象　事　業　所
母 集 団
事業者数

抽出事業所数 回 収 率
抽出率 計

集計対象
事業所数

調査対象
事業所数 面　接　郵　送

対象産業

鉱 業

製 造 業

卸 売 業

倉 庫 業

合 　 計

全４業種〔金属，石炭・亜炭，原油・天
然ガス，非金属〕の鉱業所

従業者数４人以上の民営の工場・作業所
〔武器製造業を除く22業種〕

代理・仲立業を除く16業種の事業所

全７種類〔１･２･３類，野積，貯蔵そう，
危険品（建屋），危険品（タンク），水面，
冷蔵〕の倉庫

1,903 1,354 71.2％ 1,312 88.9％ 54.7％ 55.0％ 709

373,713 37,677 10.1％ 37,197 85.7％ 36.8％ 39.7％ 14,476

390,929 25,040 6.4％ 23,581 34.1％ 34.1％ 7,885

7,924 3,050 38.5％ 2,935 61.1％ 61.1％ 2,498

774,469 67,121 8.7％ 65,025 85.7％ 37.3％ 39.0％ 25,568

70年調査
（第1回）

1969年

年 間 調 査

3日間調査

75年調査
（第2回）

80年調査
（第3回）

85年調査
（第4回）

90年調査
（第5回）

95年調査
（第6回）

2000年調査
（第7回）

70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000

実態調査の概要

注：調査対象事業所数は、抽出事業所数から、調査票の未着事業所、廃業、工場閉鎖などを除いたものです。
また、倉庫業では倉庫単位に調査しているため、集計対象事業所数では、この単位を事業所とみなしています。

―

―
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本調査は、標本（サンプル）調査として実施し、調査後に母集団（全体貨物量）の推計を行っています。母集団推計

の方法としては、製造業、卸売業、倉庫業では比推定、鉱業では単純推定を採用しています。

比推定とは、事業所の出荷量と高い相関をもつ補助情報（製造業を例にとると出荷額）を用い、標本事業所補助情報

値１単位当たりの標本事業所出荷量を、母集団事業所補助情報値に乗ずることにより、母集団事業所の出荷量を求める

方法です。これを式で表すと次のとおりです。

集計対象事業所（25,568事業所）の年間出荷量を集計すると、10.6億トンとなります。このサンプル貨物量から統計手

法を用いて母集団貨物量を推計すると、その年間出荷量は33.0億トンとなります。調査対象として抽出した事業所数は

全体の8.7％、集計対象となった事業所数は全体の3.3％ですが、規模の大きい事業所ほど抽出率を高く設定していること

もあり、貨物出荷量としては全体の32％を把握しているものと推定されます。

■調査された貨物と全体との関係

調 査 さ れ た 貨 物 と 全 体 と の 関 係

調 　 査 　 項 　 目

年間輸送傾向調査 3日間流動調査調査の種類

調査対象期間

調 査 項 目

*輸送機関分類

1999年の１年間（１月～12月）

１．品類別出荷重量
２．品類別出荷重量の*代表輸送機関割合
３．品類別輸出重量
４．品類別入荷重量
５．品類別輸入重量
６．出荷重量の出荷先都道府県割合
７．出荷重量の月別割合
８．出荷重量の曜日別割合
９．国内出入荷に際して利用される鉄道貨物駅・
港湾・空港・インターチェンジ名

10．輸出入に際して利用される港湾・空港名

６分類：鉄道、自家用トラック、営業用トラック、
海運、航空、その他

2000年10月17日～19日の３日間

１．出荷日 ２．出荷品目
３．出荷重量 ４．荷受人業種
５．届先施設 ６．貨物届先地
７．出荷時の*輸送機関 ８．*代表輸送機関
９．輸送経路（施設区分、利用鉄道貨物駅・港湾・

空港・トラックターミナル・卸売市
場名、施設間の*利用輸送機関）

10．利用高速道路インターチェンジ名
11．コンテナ利用の有無
12．到着日時指定の有無 13. 出荷時刻
14．物流時間（所要時間） 15．輸送費用

12分類：鉄道コンテナ、車扱･その他、自家用トラ
ック、宅配便等混載、一車貸切、トレー
ラー、フェリー、コンテナ船、ＲＯＲＯ
船、その他船舶、航空、その他

標本事業所出荷量
母集団推計量　　＝ ×　母集団事業所補助情報値

標本事業所補助情報値

事 業 所 数

年 間 出 荷 量

集計対象事業所数　25,568（3.3％）

全体の事業所数　774,469

標本出荷量　1,057百万トン（32.0％）

母集団推計量　3,302百万トン
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調査票
■年間輸送傾向調査票
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■３日間流動調査票
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■全国貨物純流動調査の結果は、（Ⅰ）総括編、（Ⅱ）全国編、（Ⅲ）都道府県編、（Ⅳ）都道府県間流動編（その１－品

目別流動量）、（Ⅴ）都道府県間流動編（その２－代表輸送機関別流動量）、（Ⅵ）都道府県間流動編（その３－物流時

間・輸送単価）の６編で構成され、報告書（Ⅰ～Ⅲのみ）および付属ＣＤ－ＲＯＭにとりまとめてあります。

■また、調査結果は、報告書、付属ＣＤ－ＲＯＭの他、調査結果ファイルとして下記の様式で集約されています。

この調査結果ファイルの利用により、報告書、付属ＣＤ－ＲＯＭに収録されている集計表以外の集計もでき、利用者

の要求に応じた分析が可能です。

（１）調査結果ファイルの内容
①「年間調査（品類別・代表輸送機関別データ）」

鉱業、製造業、卸売業、倉庫業の出・入荷量を、区分（出荷・入荷・輸出・輸入の区分）、発都道府県（47区分）、

発産業業種（46区分）、従業者規模階層（製造業９区分、卸売業８区分）、品類（８区分）、代表輸送機関（６区分）

別に集約したものです。（注：入荷量・輸出量・輸入量の代表輸送機関別データはありません。）

（レコード数･･････約20,000）

②「年間調査（都道府県間ＯＤデータ）」

鉱業、製造業、卸売業、倉庫業の出荷量を、発産業業種（46区分）、従業者規模階層（製造業９区分、卸売業８

区分）、発・着都道府県（47区分）別に集約したものです。

（レコード数･･････約42,000）

③「３日間調査（概要データ）」

鉱業、製造業、卸売業、倉庫業の流動量（重量、件数）を、発・着産業業種（発：46区分、着：61区分）、発・

着都道府県（47区分）、品目（79区分）、代表輸送機関（12区分）別に集約したものです。

（レコード数･･････約207,000）

④「３日間調査（詳細データ）」

鉱業、製造業、卸売業、倉庫業の流動量（重量、件数）を、発・着産業業種（発：46区分、着：61区分）、発・

着都道府県（47区分）、品目（79区分）、代表輸送機関・出荷時の輸送機関（ともに12区分）、コンテナ利用の有無

（７区分）、到着日時指定の状況（４区分）、出荷時刻（24区分）別に集約したものです。

（レコード数･･････約343,000）

（２）記録媒体
フロッピーディスク（ＦＤ）、光磁気ディスク（ＭＯ）、ＣＤ－ＲＯＭに記録可能です。

■なお、報告書、付属ＣＤ－ＲＯＭに掲載、収録されている分析結果、集計表などは、国土交通省のホームページ

（http://www. mlit.go.jp）からもみることができます。

■報告書、付属ＣＤ－ＲＯＭおよび調査結果ファイルは下記のところで取り扱っています。

連絡先／（財）運輸政策研究機構

〒105－0001 東京都港区虎ノ門3－18－19 虎ノ門マリンビル

1 03－5470－8410（ダイヤルイン）

■調査内容等について、さらに詳しくお知りになりたい方は下記にお問い合わせ下さい。

連絡先／〒100－8918 東京都千代田区霞ヶ関2－1－3

国土交通省政策統括官付政策調整官室　　　�1 03－5253－8797（ダイヤルイン）

国土交通省道路局企画課道路経済調査室　　�1 03－5253－8487（ダイヤルイン）

調査結果の公表
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報告書・付属CD-ROMの内容
■全国貨物純流動調査の結果は、以下の内容で報告書およびCD-ROMにとりまとめてあります

（Ⅰ）総括編

調査の概要

標本抽出と
母集団推計

調査結果の分析

年間調査集計表

3日間調査
集計表

年間調査集計表

○調査の目的と意義
○実態調査
＊調査の対象範囲
＊調査の種類と調査項目
＊調査方法
＊用語の解説　ほか

○標本抽出の方法
○調査票の回収結果
○母集団推計
＊母集団推計方法の概要
＊推計区分設定の基本方針
＊産業別の母集団推計方法　ほか

○「年間調査」の結果概要
○「３日間調査」の結果概要
○個別分析の結果
＊産業活動と純流動量の量的変化の状況
＊貨物の小ロット化の動向
＊輸送コスト削減、輸送時間短縮の動向
＊産業間の流動状況
＊営業用トラック、自家用トラックの利用状況
＊輸出コンテナ貨物の国内流動状況
＊国際分業の進展の状況
＊宅配便等小口輸送の動向
＊配達日時指定の状況
＊物流の24時間化の動向
＊輸送機関分担の動向
＊静脈物流の動向
＊都市物流の現況
＊主要な地域間の輸送経路
＊阪神・淡路大震災の影響
＊純流動量と総流動量の比較

○産業業種別年間出入荷量、輸出入量
○品類別年間出入荷量
○産業業種別各種出入荷量原単位
○年間出荷量の推移
（産業業種別、品類別、代表輸送機関別、都道
府県別）

○産業業種別各種原単位の推移

○流動量・流動ロット
（発産業業種別、品類品目別、着産業業種別、
産業業種間、代表輸送機関別）

○発産業業種・代表輸送機関別流動量
○品類品目・代表輸送機関別流動量
○着産業業種・代表輸送機関別流動量
○都道府県間流動量
（品類別、代表輸送機関別）

○地域（10区分）・産業間流動量
○流動量・流動ロットの推移
（発産業業種別、品類品目別、代表輸送機関別、
都道府県間）

○産業業種間流動量の推移
○代表輸送機関・出荷時の輸送機関別流動量の推移
○主要区間・代表輸送機関別物流時間の推移

○産業業種・品類別年間出入荷量、輸出入量
○産業業種・代表輸送機関別年間出荷量
○産業業種・従業者規模階層別年間出入荷量
○品類・代表輸送機関別年間出荷量
○産業業種別出荷量の月別指数、曜日別指数
○鉄道貨物駅･港湾･空港･高速道路インターチェ
ンジの利用事業所数
○製造業、卸売業の業種別従業者規模階層別各種
原単位

年間調査集計表

3日間調査
集計表

年間調査集計表

3日間調査
集計表

3日間調査
集計表

3日間調査
集計表

3日間調査
集計表

○倉庫業の所管面容積１m2(m3)当たり年間出
入庫量

○産業業種別敷地面積１㎡当たり年間出入荷量

○発産業業種別流動量
（品類品目別、従業者規模階層別）

○着産業業種・品類品目別流動量
○代表輸送機関別出荷時の輸送機関別流動量
（発産業業種、品類品目別）

○代表輸送機関別届先施設別流動量
（発産業業種別、品類品目別、着産業業種別）

○利用鉄道貨物駅・港湾・空港・トラックターミナ
ル・卸売市場・インターチェンジ別流動量
○高速道路利用の有無別トラック流動量、流動ロット
○品類品目・高速道路利用の有無別流動量
○代表輸送機関別流動ロット階層別流動量
（発産業業種別、品類品目別）

○代表輸送機関別コンテナ規格別コンテナ利用流動量
（発産業業種別、品類品目別、主要区間別、
主要輸出港湾別・発都道府県別）

○品類・代表輸送機関別物流時間
○品類品目・物流時間階層別流動量
○物流時間階層・高速道路利用の有無別トラック流動量
○代表輸送機関別出荷時間帯別流動量
（発産業業種別、品類品目別）

○到着日時指定の有無別流動量
（発産業業種別、着産業業種別、品類品目
別、流動ロット階層別、代表輸送機関別、
高速道路利用の有無別）

○品類品目別・代表輸送機関別輸送単価

○都道府県別年間出入荷量、輸出入量
（産業業種別、品類別）

○都道府県・代表輸送機関別年間出荷量
（産業業種別、品類別、産業・品類別）

○都道府県別出荷量の月別指数、曜日別指数
（産業別）

○発都道府県別流動量
（発産業業種別、品類品目別）

○発都道府県・代表輸送機関別流動量、流動
ロット（発産業業種別、品類品目別）

○発都道府県・出荷時の輸送機関別流動量
（品類・代表輸送機関別)

○発都道府県・高速道路利用の有無別トラック
流動量、流動ロット

○利用鉄道貨物駅・港湾・空港・インターチェ
ンジ別流動量（発着都道府県別）

○発都道府県・出荷時間帯別流動量
（代表輸送機関別）

○都道府県間流動量（品類別）
○都道府県間流動量（品目別）

○都道府県間流動量（代表輸送機関別）
○都道府県間トラック流動量（高速道路利用の
有無別）

○都道府県間流動量（代表輸送機関・品類別）

○都道府県間物流時間（代表輸送機関別）
○都道府県間輸送単価（代表輸送機関･品類別)

（Ⅲ）都道府県編

（Ⅳ）都道府県間流動編－その１ 品目別流動量

（Ⅴ）都道府県間流動編－その２ 代表輸送機関別流動量

（Ⅵ）都道府県間流動編－その３ 物流時間・輸送単価

（Ⅱ）全国編

注：報告書は（Ⅰ）～（Ⅲ）のみです。付属ＣＤ－ＲＯＭは（Ⅰ）～（Ⅵ）まですべて収録してあります。
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